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１ 要約                         

本報告書は、予算的な環境が変化している

なか、国防省として現代戦及び将来における

多様な挑戦に対抗し得るバランスのとれた

戦力を提供するための取組みを示すもので

ある。長期的な展望は後年度になるほど精度

が低下するため、本報告書は当面の数値とし

て 2026 年度までを見通している。  

米空軍は 2016 年現在、A-10、F-15、F-16、

F-22 及び F-35A 等の合計 1971 機の戦闘

機及び攻撃機を保有している（下表を参照）。

今後、現在の緊縮財政を継続した場合、米空

軍の戦闘機は調達数よりも退役数の方が多

くなる。  

 

表 2016 年における各軍種の戦闘・攻撃機保有機数（報告書より引用）  
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米議会は「戦闘機 1900 機体制」の維持を勧告しているが、2021 年以降

は当該体制を維持することはできない見通しである（図１を参照）。  

（このような見通しの下）米空軍は、今後 10 年間、F-22 の近代化を継

続して主要な空対空及び地対空の脅威への対処能力を維持し続けるだろう。

また、米空軍は 2017 年から 2021 年にかけて 243 機の F-35A を導入す

る計画である。 

（米空軍の能力を維持するためには）2018～2022 年度に A-10 攻撃機を

順次退役させるという計画の変更が必要である。これに加え、第  ５ 世代戦

闘機の取得等と並行して、（本来は退役するはずである。）F-15 及び F-16 の

近代化や耐用命数の延長を図らねばならないだろう。  

 

図１ 2017～2026 年度における戦闘・攻撃機保有機数の推移  （報告書より

引用、加筆） 

 

 

２ コメント  

米国は 2012 年、2021 会計年度までの 10 年間に約 4,870 億ドルの国

防歳出を削減すると発表した。また、翌年  ３月に発動された政府歳出の強

制削減により、同じく 2021 会計年度までに約 5,000 億ドルの歳出削減が

義務づけられた2（図２及び図３を参照）。  

本報告書は、後年度になるほど信頼性が低下するとの断り書きはあるもの

の、将来的に空軍機の作戦機数の低下及び今後の取得機数への影響に対する

危惧が示されており、今後の航空自衛隊の防衛力整備構想等について検討す
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る上で参考になるものと思われる。  

 

 図２ 米国の国防費の推移    図３ 政府歳出の強制削減が国防 

予算に与える影響  

（図２及び図３ともに、平成 27 年度防衛白書より引用） 

  

 

 

そもそも米空軍は、保有機の老朽化が進んでいる一方で、後継機取得のコ

ストが予想より大きく上回っており新規取得が予算的に厳しい状況に置か

れている。事実、F-35A は 2017 年度の要求機数が予算的な制約により当

初の見込みより 5 機が削減される計画である（48 機→43 機）3。F-22 は

当初 749 機を調達する計画であったところ、187 機に削減、生産ラインも

閉鎖された。米議会は生産再開を求めているが、米空軍当局はコスト的に再

開の可能性はないとしている4。 

米国防省は、長期にわたる厳しい歳出削減が続く中、欧州の米軍基地のう

ち 15 カ所を整理・統合して年間 67 億ドルを減らす計画を昨年発表した。

この中には英国内の基地に所在する米空軍部隊の撤収等も含まれている5。  

今後、大統領交代に伴い、政策の中心が国内経済の振興に偏向することに

なれば6、米空軍の保有基数等に一層の影響が及ぶことが懸念される。この場

合、「リバランス」を提唱してアジア太平洋地域を重視する姿勢をみせてい

る米国ではあるが、歳出削減の影響等により、在日米空軍を含めた戦闘機の

配備計画等の変更を余儀なくされる可能性も否定できない。   

このことは、我が国の将来の防衛政策、特に将来における航空自衛隊の戦

闘機等の整備及び運用にも少なからず影響を及ぼすものと考えられ、引き続

き今後の動向を注視していく必要があると思われる。  
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